
 

 

新公益法人制度への対応について 

  

１ 森林整備公社が移行する場合の法人形態 

・ 公益社団法人又は一般社団法人    → H25.11 移行期限 

 

２ 移行に向けての主な課題 

（１）公益社団法人 

・公益目的事業を行うのに必要な経理的基礎があるか（財務状況が健全か） 

・収支相償であると見込まれること 

※ 正味財産の赤字（収支不足）や多額の負債による事業の永続性の確保 

   

（２）一般社団法人 

・ 一般社団法人（公社）に県が人的・財政的支援をこれまでどおりしていくための理由づけが必要 

   ※本県では、一般社団法人高知県医療再生機構、一般財団法人高知県地産外商公社で事例あり 

  

３ 全国の状況（H23.2 現在：兵庫みどり公社まとめ） 
   ・公益社団法人への移行希望      27 公社  

   ・一般社団法人への移行希望        4 公社 

   ・未定                      6 公社 

             合   計         3７公社 （うち５公社は解散予定） 

 

４  林業公社新会計基準の採用 

新公益法人制度への移行を踏まえ、平成 23 年 3 月に策定した 「林業公社会計基準」を平成 23 年度

決算から採用予定 

 

５ その他 （公社の分収造林事業にかかる国税局の見解） 
 

・ 公社の分収造林事業は収益事業の対象とはならない。 

公社が分収造林契約に基づき育成してきた立木を販売する行為が、直接不特定又は多数の者

に「小売」する物品販売業ではなく「特定の集荷業者等に売り渡すだけの行為」であれば収益事

業には該当しない。 （熊本国税局平成 17 年 8 月 22 日付文書回答） 

 ※ 立木を加工し、商品として販売する行為は収益事業となる 

 

・ 一般社団法人が行う分収造林事業は、非営利型法人要件の１つである「特定の個人又は団体に

特別の利益を与えること」に該当しない。 ※ （広島国税局平成 23 年 7 月 1 日付文書回答） 

非営利型法人 ①類型の要件 

イ 剰余金の分配を行わないことを定款に定めていること。 

ロ 解散したときは、残余財産を国・地方公共団体や一定の公益的な団体に贈与することを定款 

に定めていること。 

ハ上記イ及びロの定款の定めに違反する行為(上記イ、ロ及び下記ニの要件に該当していた期 

間において、特定の個人又は団体に特別の利益を与えることを含む。)を行うことを決定し、 

又は行ったことがないこと。 

ニ 各理事について、理事とその理事の親族等である理事の合計数が、理事の総数の 3 分の 1 

以下であること。 

 

 

資　料

4










